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教育改革行動委員会 4月9日

歴史認識研究会 5月8日

新しい時代の大学教育の評価尺度に、
「ジェネリックスキル」の導入を

関西国際大学学長・人間学部教授

学校法人濱名学院理事長 濱名　篤氏
教育改革行動委員会（委員長 更家悠介 サラヤ

社長）は、関西国際大学学長・人間学部教授の濱

名 篤氏を招き「大学教育におけるジェネリック

スキルの獲得」をテーマに話を聞いた。以下要旨。

大学全入時代における大学教育の課題

大学中退者は日本で11％、イギリスで19％、イタリア

で65％超、米国で37％と日本の数字は低いが、日本では

進路未決定者が15％、大卒後の一時的就業者が3％、大

卒後の3年未満離職率が32％あり約50％が大学から社会

への移行途中で挫折している。

それに伴い、大学教育に求められる役割も大きく変化し

ている。大学教育で獲得すべき能力とその評価が不明確な

一方で、学生が能力を活かし、社会への円滑な移行を遂げ

るよう支援するという役割の重要性が高まっている。具体

的には、学生が挫折することなく社会に移行するために必

要な汎用的能力の育成

（「ジェネリックスキル」の

獲得）が強く求められるよ

うになってきている。

ジェネリックスキル

とは何か

ジェネリックスキルを

表す用語は国により様々

であるが、共通しているのは概ね、①読み・書き・計算

力 ②対人コミュニケーション能力 ③課題解決能力 ④豊

かな人間性・人間力 ⑤創造力 ⑥良き市民としての知

識、等の要素である。ジェネリックスキルの育成という

観点から大学教育をみると、高等教育のユニバーサル化

への対応は先進国共通の課題であるし、学生の社会への

円滑な移行はすべてのステークホルダーにプラスであ

り、「教育」重視から「学習」重視へ大学教育は変わる

必要がある。スキルの評価についても、「産業界」や

「社会」の評価だけではなく、成長の実感を持たせる意

味から、評価の客観性は担保しながら、学生自らが評価

の主体になるという視点が必要である。

また、産業界に対しては、新規学卒者への期待とその

評価基準の明確化、人材養成のために大学への資金提供

など応分のインセンティブの提供、等を求めたい。

政治は現在と未来に向かい、
歴史問題は歴史家に任せよ
東京大学法学部 北岡伸一教授

歴史認識研究会（座長 森下俊三・小嶋淳司 両
代表幹事）は、日中歴史共同研究委員会日本側
座長で東京大学法学部の北岡伸一 教授を招き、
「日中歴史問題の捉え方～日中歴史共同研究の動
向を踏まえて～」と題して講演会を開催した。
以下要旨。

日中歴史共同研究の取り組み

今の日中歴史共同研究の端緒は、2005年に、私が国連

大使として日本が安保理改革に取り組んでいるときに、

中国の猛烈な日本批判に遭遇し、町村外務大臣が北京に

飛んで、日中歴史共同研究を申し入れたことにある。そ

の際には、中国側は乗ってこなかったが、昨年10月に安

倍首相と胡錦濤主席が会談し、歴史共同研究をやること

になった。政治の中から歴史イシューというトゲを抜き、

歴史の問題は歴史家が議論するということになった。

昨年、12月26日北京に行って、第1回目の会合を開い

たが、日中の歴史学者が対話をする際の枠組として、日

中の長い2000年の歴史を取り上げ、戦争の時代だけに焦

点を当てないという合意を

つくった。次の会合は3月

に開き、ゴールを2008年、

来年の6月にレポートをほ

ぼ完成させることに定める

とともに、両側からみたそ

れぞれの時代の通史を書き、問題が対応するように提案

をした。近代については、南京事件だけを取り上げると

いったように、特定の問題だけにハイライトすることな

く、全体の流れの中で取り上げる。両方の論点が噛み合

って、距離のあるものを作ることに合意した。

新しい時代の外交のあり方

世界の外交は、ある意味で、新しい時代に入っている。

これまでの外交は、具体的な価値、生命、安全、富を求

めていたが、戦争がない時代になり、イメージの外交に

なった。歴史家は、現在の価値基準を昔の判断に持ち込

んではいけないと言っているが、高級な理屈がまかり通

るような時代ではなくなった。現在は、今の価値基準で

過去を切り分けている。何か不用意なことを言ったら、

これで揚げ足をとってやろうというメディアがいるとこ

ろで外交をやらなければいけない。歴史問題は学者に任

せ、政治は、現在と未来に向かって、何かを言い続ける

という方向に考え直さないといけないと思う。


